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1. まえがき 

 

現在，港湾の分野においても，規制改革や基準類の国

際標準化の要請のもと，「港湾の施設の技術上の基準（以

下，「技術基準」という）」の性能規定化のための検討が

進められている．基準の性能規定化とは，一般的に，基

準において，施設に要求される性能（以下、「要求性能」

という）のみを規定し，施設の保有する性能が要求性能

を満足していることを照査する具体的な方法を規定しな

いことを意味する．基準の性能規定化により、施設の保

有する性能を非専門家に対してわかりやすく説明するこ

とが可能となるとともに、設計の自由度の確保や新技術

の導入が容易となり、建設コスト縮減にもつながるとさ

れている． 

ここで，従来の設計体系を「仕様規定型設計法」，今

後の性能設計体系を「性能規定型設計法」と呼ぶことと

すると，それらの相違は以下のように説明することがで

きる． 

 

仕様規定型設計法：施設に対する作用の算定並びに安

定性等の照査に用いる計算式及び係数等が、基準と

して定められており、設計者はそれらに従うことが

求められる。施設が保有する性能は，必ずしも明示

されていない． 

性能規定型設計法：作用に対して施設が保有すべき性

能が基準として定められており、その性能を照査す

るための計算式や係数は、設計者の判断に委ねられ

る。 

 

このように，港湾の施設に関する設計体系が大きな変

化を遂げようという状況のもと，防波堤，岸壁等の主要

な港湾施設については，従来から性能設計体系の構築に

向けた多くの研究・調査が行われてきており，技術基準

の改正においてはそれらの成果が盛り込まれる予定であ

るが，港湾のエプロン舗装に関しては，必ずしも十分な

研究・調査が進められてきたとは言い難い状況にある． 

港湾のエプロン舗装に関しては，港湾の施設の技術上

の基準・同解説 1）（以下，「基準・同解説」という）にお

いて仕様規定型の設計法が示されている．これは，エプ

ロン上の荷役機械の挙動が極めて複雑で,載荷重のモデ

ル化が容易ではないためと考えられる．現行の基準・同

解説１）に示された方法では，設計者が荷役機械荷重の種

類（荷重ランク）のみを設定すれば，設計供用期間及び

載荷重の作用回数といった設計パラメータを考慮するこ

となく，舗装構成や舗装厚の設計を行うことが可能であ

る．しかし，このような仕様規定型の設計法によって設

計された舗装は，載荷重の作用に対してどのような性能

を有しているのか不明確であり，技術基準の性能規定化

への対応が困難であると考えられる． 

一方，道路や空港の舗装設計においては，施設の設計

供用期間や載荷重の作用回数等が考慮されている． 

このような状況を踏まえ，技術基準の性能規定化に向

けて，港湾のエプロン舗装の性能照査法について検討し，

従来の仕様規定型設計に代わる性能規定型設計の方法を

提案することとする．具体的には，エプロンの要求性能

は，「舗装の設計供用期間中の載荷重の作用に対して，舗

装に，荷役及び荷役機械の走行等に支障を与えるような

損傷が生じないこと」とし，エプロンに作用する載荷重

の作用回数を適切に考慮したエプロン舗装の舗装構成及

び舗装厚の照査手法を提案する． 

なお，第 2 章では，現行の港湾のエプロン舗装の設計

法，並びに道路及び空港のエプロン舗装の設計法を概説

する．また，第 3 章では，載荷重の作用回数を考慮した

港湾のエプロン舗装の設計法を提案する．ここでは，荷

役機械による載荷重の作用回数の設定法の提案と，この

方法をとりいれた港湾のエプロン舗装の性能照査法につ

いて述べる．さらに，第 4 章では，前章での検討に基づ

いた港湾のエプロン舗装の試設計を行い，従来の設計と

の比較を行った． 

 

2. 舗装の設計法 

2.1 現行の港湾のエプロン舗装の設計 

現行の基準・同解説１）に基づいて，港湾のエプロン舗

装の主要な舗装形式であるコンクリート舗装及びアスフ

ァルト舗装の設計について概説する． 

 

(1)現行の技術基準 

現行の技術基準では，港湾のエプロン舗装について，

省令第11条と告示第94～100条に規定がある．省令では，

荷役等が安全に行えること，適切に舗装されていること

等が規定されている．告示では，エプロンの面積，幅員，

勾配，設計荷重，舗装の構成及び目地の設置に関して，

設定の考え方が規定されている．詳細は付録Ａに掲載し

た． 

これらは，仕様規定ではないが，具体的な作用に対す

る施設の具体的な性能の規定でもなく，設計において考

慮すべき事項を総括的に表現した規定である．このため，

実際に港湾のエプロン舗装の設計を行うためには，これ

らの規定のほかに具体的な設計法が必要であり，実務的

には，基準・同解説１）に示されている設計法が参照され
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ている． 

 

(2)現行の設計法 

①概要 

現行の基準・同解説 1）において，港湾のエプロン舗装

の設計は,荷役機械荷重,交通量,路床の支持力,使用材料

を設計条件として舗装厚を決定することとされている.

しかし,実際には，設計者が載荷重の交通量（作用回数）

を設定しなくても，舗装厚は仕様規定的に決定すること

ができる方法が示されている．この方法は,簡便であると

ともに，長年にわたる実績により適用性が認められてい

るものと考えられるが，設計された舗装が保有する性能

が不明確であり，施設の利用状況等に応じた合理的な舗

装構造を設定することができないという問題がある． 

 

②舗装構成 

コンクリート舗装の舗装構成は，図- 1 に示すように

路床上に路盤，コンクリート版を配置した断面構造を有

している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 1 コンクリート舗装の舗装構成 

 

アスファルト舗装の舗装構成は，図- 2 に示すように

路床上に路盤，アスファルト層（表層，基層）を配置し

た断面構造を有している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 2 アスファルト舗装の舗装構成 

③設計条件 

港湾のエプロン舗装の設計条件として考慮する事項

は，ⅰ)設計荷重，ⅱ)交通量，ⅲ)路床の支持力，ⅳ)使

用材料，ⅴ)その他である．なお，このうち設計荷重は，

対象となる荷重のうちで，コンクリート舗装については，

コンクリート版厚が最大となる荷重を，アスファルト舗

装についてはアスファルト舗装厚（換算舗装厚）が最大

となる荷重を設定することとしている． 

 

④舗装設計 

コンクリート舗装については，路床の設計支持力係数

に応じた路盤厚を示すとともに，各種荷役機械を 4 区分

の設計荷重に区分し，それぞれの区分に対応するコンク

リート版厚を参考値として与えている． 

アスファルト舗装厚の設定についてもほぼ同様に，各

種荷役機械を 4 区分の設計荷重に区分し，それぞれの区

分及び路床の設計 CBR に応じた舗装構成を参考として与

えている． 

すなわち，いずれの舗装形式についても，想定される

荷役の状況（施設の利用状況）から荷役機械の種類と規

格（能力）が決まれば，これに該当する設計荷重の区分

からコンクリート舗装構成あるいはアスファルト舗装構

成を決定することができる． 

なお，これらの方法では、荷役機械による載荷重の作

用回数が何らかの考え方により考慮されているものと推

測されるが，そのことが明示されていないため，作用回

数を考慮したより合理的な設計を行うことができない． 

 

2.2 その他の舗装の設計 

(1)道路舗装の設計法 

道路舗装においては，設計供用年数，舗装計画交通量

等を定め舗装厚を決定する．舗装設計施工指針2）では，

コンクリート舗装，アスファルト舗装ともに輪荷重の作

用回数を設計条件として考慮して舗装厚の照査を行うこ

ととされている． 

①コンクリート舗装 

コンクリート版厚は，設計期間において，輪荷重によ

りコンクリート版に生じる応力の繰り返し作用に対して，

舗装の破壊規準として設定される疲労度が１以下を満足

するように設計している. なお，詳細は付録Ｂに掲載し

た． 

 

②アスファルト舗装 

アスファルト舗装の設計においては，交通荷重が舗装

の破壊に及ぼす程度はその荷重の大きさの4乗に比例す

るとの考えのもと，すべての輪荷重を49ｋN（5tf）の輪

数に換算した値が設計条件として考慮される．なお，詳

細は付録Ｂに掲載した． 
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(2)空港舗装の設計法 

空港舗装構造設計要領3）（国土交通省航空局監修）で

は，空港の舗装区域を滑走路，誘導路，エプロン等の利

用形態に応じて5区分に分類し，設計荷重を利用する機

種に応じて区分し，さらに，設計反復作用回数を航空機

の利用状況に応じてアスファルト舗装の場合は5区分に，

コンクリート舗装の場合は3区分に分類し，それぞれの

組合せにより，コンクリート舗装の場合には各舗装区域

に対するコンクリート版厚を，アスファルト舗装の場合

には各舗装区域に対する基準舗装厚を与えている．なお，

詳細は付録Ｃに掲載した． 

 

 

3. 載荷重の作用回数を考慮した港湾のエプロン舗

装の設計法 

3.1 検討の背景 

2.1 現行の港湾のエプロン舗装の設計にも記したと

おり，現行の基準・同解説 1）においては，港湾のエプロ

ン舗装の設計は,荷役機械荷重,交通量,路床の支持力,使

用材料を設計条件として舗装厚を決定することとされて

いる.しかし,これらの条件のうち荷役機械の交通量につ

いては,エプロン上の荷役機械の挙動が極めて複雑で，載

荷重の作用回数を推定するのが一般的には容易でない.

このため,現行の基準・同解説 1）では，設計者が，個別

の施設のエプロン上における荷役機械による載荷重の作

用回数を設定しなくても，舗装厚は仕様規定的に決定す

ることができる方法が示されている．この方法は,長年の

実績を有しているものの，性能規定型の設計に対応でき

ず，エプロンの利用状況によっては必ずしも合理的な設

計とはなっていない恐れがある． 

このような状況を踏まえ，舗装の設計供用期間及び想

定される荷役の状況をもとにエプロンに作用する載荷重

の作用回数を設定する方法を検討・提案することとした．

なお，本検討では，設定された載荷重の作用回数を考慮

して舗装厚を照査する手法については，道路舗装の設計

を参考とし，文献 2)の方法を準用することとした． 

 

3.2 荷役機械による載荷重 

港湾のエプロン舗装の設計で考慮する載荷重として

の荷役機械による載荷重の参考値を表- 1 に示す．これ

は，港湾における荷役機械の実態調査結果 4）で得られた

データの統計処理を行って求めたものである．ここで，

移動式クレーンとは，貨物の船積み・陸揚げ等を行うも

のでトラッククレーン，ラフテレーンクレーン，オール

テレーンクレーンのことをいう．また，移動式クレーン

以外の荷役機械として，荷物の移送・積み降ろしを行う

トラック，トラクタトレーラ，フォークリフトトラック，

ストラドルキャリアについても整理した．なお，データ

の統計処理等の詳細は付録Ｄに示した． 

 

表- 1 港湾のエプロン舗装で考慮する載荷重としての 

荷役機械荷重の特性値 

 

3.3 載荷重の作用回数の設定法 

設計供用期間における載荷重の作用回数の設定方法

としては， 

①荷役機械の移動実態から設定する方法 

②他の施設での実績から推定する方法 

③取扱貨物量から推定する方法 

等が考えられる．港湾のエプロン舗装の設計段階におい

て，当該施設の荷役の状況が具体的に想定でき，上記①

及び②の方法等により載荷重の作用回数が具体的に設

定できる場合には，それらの方法によることが望ましい．

しかしながら，実際には，上記①及び②の方法によるこ

とが困難な場合が多いと考えられるため，ここでは，③

取扱貨物量から推定する方法について検討した．具体的

な，載荷重の作用回数の設定方法の検討にあたっては，

長尾ら 5)により提案された桟橋上部工の疲労限界状態の

性能照査を行う際の荷役機械荷重と作用回数の組合せ

の分布よりなるモデル荷重の設定方法（以下，「長尾ら

の方法」）を参考にすることとした．以下に，長尾らの

方法について述べる． 
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(1)長尾らの方法による作用回数の設定法 

長尾らは，荷役機械の貨物取扱量分布を現況調査など

をもとにモデル化したうえで，荷役機械荷重と作用回数

の組合せの分布よりなるモデル荷重を表- 2 に示すとお

り提案している． 

 

表- 2 作用回数の推定 5） 

項 目 変動荷重 作用回数（回/年） 

P1－P2 
( )
( )0.2

0.5
×
×

定格荷重

取扱総貨物量
 

移
動
式
ク
レ
ー
ン 

P4－P3 
( )
( )0.2

0.5
×
×

定格荷重

取扱総貨物量
 

最大輪荷重 (取扱総貨物量/定格荷重)×0.4

最大輪荷重×0.9 (取扱総貨物量/定格荷重)×0.4

最大輪荷重×0.8 (取扱総貨物量/定格荷重)×0.4

最大輪荷重×0.7 (取扱総貨物量/定格荷重)×0.4

フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト 

空荷時輪荷重 (取扱総貨物量/定格荷重)×1.6

最大輪荷重 取扱総貨物量／定格荷重 

一
般
桟
橋 

ト
ラ
ッ
ク 

ト
レ
ー
ラ 空荷時輪荷重 取扱総貨物量／定格荷重 

ｺﾝﾃﾅ実重量:40(t) 総取扱コンテナ数×0.05 

ｺﾝﾃﾅ実重量:35(t) 総取扱コンテナ数×0.10 

ｺﾝﾃﾅ実重量:30(t) 総取扱コンテナ数×0.20 

ｺﾝﾃﾅ実重量:25(t) 総取扱コンテナ数×0.25 

ｺﾝﾃﾅ実重量:20(t) 総取扱コンテナ数×0.20 

ｺﾝﾃﾅ実重量:15(t) 総取扱コンテナ数×0.20 

コ
ン
テ
ナ
桟
橋 

ス
ト
ラ
ド
ル
キ
ャ
リ
ア 

ト
ラ
ク
タ
ト
レ
ー
ラ 

空荷時輪荷重 総取扱コンテナ数 

 

注１）総取扱コンテナ数＝取扱コンテナ個数×（ブロック長/

対象船舶長さ） 

注２）コンテナ桟橋における変動荷重の算定は下式による 

格荷重車体重量＋ｺﾝﾃﾅ定

重量車体重量＋ｺﾝﾃﾅ実
最大輪荷重×  

 

ここで，表- 2 の移動式クレーン P1～P4はアウトリガ

ー反力を表し、その位置は図- 36)に示すとおりである． 

 

クレーンの旋回角度とアウトリガーに作用する荷重

の関係の例を図- 36)に示す．例えば，この図においてブ

ームの旋回角度が 0～120 度の場合では，P1は旋回角度が

60 度の時に最大値 Pmaxをとり，120 度の時に最大値の約

半分の値をとっている.すなわち，この場合の例では，こ

の旋回角度の範囲におけるアウトリガー反力の変動成分

Prは約 0.5Pmaxとなる. 

 

 

 

図- 3 アウトトリガー反力説明図 6) 

 

 (2)長尾らの方法の港湾のエプロン舗装設計への適用 

①移動式クレーン以外の荷役機械 

ⅰ)作用回数の設定 

移動式クレーン以外の荷役機械（フォークリフト，ト

ラック，トラクタトレーラー及びストラドルキャリア）

の作用回数は，表- 2 の推定方法により算定する．取扱

貨物量については，港湾計画における取扱貨物量等を参

考に設定することができる． 
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移動式クレーン以外の荷役機械は，移送・積み降ろし

に用いられる移動式の荷役機械であり，空荷の状態で積

み込み場所まで移動し，載荷された状態で上屋や倉庫等

の目的地まで貨物を運搬する，あるいはその逆と想定さ

れる．したがって，荷役作業による載荷重の振幅は，図- 

4 に示すようにすべて独立した荷重振幅になるものと想

定される． 

 

 

図- 4 移動式クレーン以外の荷役機械の荷重振幅 

 

ⅱ)荷役範囲の想定 

長尾らの方法は，１隻の貨物船の荷役作業において，

全ての貨物が桟橋の検討対象箇所を通行すると仮定して

いる．これは設計として安全側の仮定であるが，実際に

は図- 5 に示したように，ある荷役範囲の貨物のみが設

計対象箇所を通行するような荷役形態となり，たとえば

複数の荷役機械が分担して荷役作業を行う場合が多いも

のと想定される．したがって，本検討では，ヤードの利

用計画，上屋の配置等を参考に当該施設の荷役形態によ

り，荷役範囲を適切に設定するものとする．荷役範囲を

設定するという考え方においては，当該荷役範囲の貨物

を取り扱うにあたって，荷役機械は空荷状態及び載荷状

態とも必ずエプロンの設計対象箇所を通行すると仮定し

ていることになる． 

 

 

図- 5 移動式クレーン以外の荷役機械の作業パターン 

 

②移動式クレーン 

ⅰ)作用回数の設定 

移動式クレーンは，機体の外側にアウトリガーを４箇

所以上張り出して機体を固定した上で，荷役作業を行う

ため，載荷重としてはアウトリガー反力が対象となる． 

移動式クレーンは，通常，荷役場所においてアウトリ

ガーを固定した状態で荷役を行う．したがって，移動式

クレーンによる載荷重の作用回数とは，走行回数ではな

く，クレーンの吊荷位置の移動に伴うアウトリガー反力

の作用回数として設定する必要がある．アウトリガー反

力は，機体とアウトリガー位置などの諸元のほかに，吊

荷を含む上部旋回体の重心位置及び旋回角度に依存する． 

 

図- 6 移動式クレーン荷役イメージ図 

 

そのため，１隻の貨物船の荷役におけるアウトリガー

反力による荷重振幅は，図- 7 に示すようになるものと

想定される．この荷重振幅の特徴は，１回の荷役の開始

から終了までの間，常に移動式クレーンの自重による反

力が生じることである．そして，この間に荷役が行われ 

 

①：自重によるアウトリガー反力 Pp 

②：変動荷重によるアウトリガー反力 Pｒ 

ただし、0＜Pｒ≦（Pmax －Pp） 

 

図- 7 移動式クレーンのアウトリガー反力の荷重振幅 

 

ることにより貨物の重量によるアウトリガー反力の変動
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成分が作用する．したがって，図- 7 に示すような荷重

振幅となる． 

 

ⅱ)変動荷重の換算方法 

移動式クレーンの場合は，図- 7 に示すように連続し

て荷重が作用するため，一連の変動する荷重振幅を独立

した荷重振幅と作用回数に換算する必要がある．具体的

な換算方法としては，レンジペア法 7）がある． 

レンジペア法による変動する荷重振幅の換算方法は

以下の通りである．まず，最大振幅 Pmax（図- 8 a）に着

目し，この振幅の山のすその部分以外の小振幅のみを選

び出す（図- 8 a 斜線部）．次に，選び出された残りの振

幅より最大の振幅（図- 8 b）に着目し同様の手順を繰り

返す．以下同様のことを繰り返して独立した振幅 Pｒを求

める． 

図- 8 では最大振幅 Pmax＝8 が１回，その他の振幅 Pｒ

として振幅 6，3 が１回，振幅 2 が 2 回，振幅 1 が 5 回と

なる. 

 

図- 8 レンジペア法の説明図 7） 

 

ⅲ)船舶入港回数の設定 

移動式クレーンは，船舶が着岸する度に，荷役作業の

ために所定の位置まで移動し，にアウトリガーを固定し

て荷役作業を開始し，荷役作業完了後にエプロン上から

移動するという行程を繰り返すものと想定する．したが

って，移動式クレーンのアウトリガー反力の変動成分の

荷重振幅のイメージは図- 9 のようになる． 

したがって，Pmax 及び Pｒの作用回数は，次の通りとな

る． 

Pmaxの作用回数：m 回 

Pｒの作用回数：（n-m）回 

 

ⅳ)移動式クレーンの荷役範囲の想定 

移動式クレーンの荷役範囲は，図- 10 に示すようにブ

ームの旋回範囲の貨物の船積み、陸揚げを行なうものと

考えられるため，本検討では，移動式クレーンの荷役範

囲は移動式クレーンのブーム長等を参考に想定すること

とした． 

 

 

図- 9 移動式クレーンのアウトリガー反力の 

変動成分の荷重振幅のイメージ図 

 

ここで，図- 9 に示している記号の意味は次のとおり

である． 

m： 船舶の設計供用期間中の入出港回数． 

（＝m'×【設計供用期間】） 

m'： 船舶の年間入出港回数． 

例えば，週 1 回入港した場合は 365 日÷7 日/回＝52

≒50 回/年とする． 

n： 総作用回数（回）（＝n'×【1 回の荷役におけるエプ

ロン法線方向の荷役範囲（m）】×【設計供用期間

（年）】） 

n'： バース延長 1.0m 当たりの年間作用回数（回/年/m）

 

 

図- 10 移動式クレーンの荷役イメージ 
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3.4 コンクリート舗装の性能照査手法 

(1)性能照査の手順 

コンクリート舗装の性能照査の手順の例を，図- 11に

示す．コンクリート舗装の性能照査は，荷重条件，荷重

の作用回数，路床の支持力条件から，路盤厚及びコンク

リート版厚について行う．なお，路盤厚の照査について

は基準・同解説1）に示されている現行の港湾のエプロン

舗装の設計法を準用し，コンクリート版厚の照査につい

ては，載荷重の作用回数を考慮するために道路の舗装に

用いられている舗装設計施工指針2）による方法を準用す

る． 

 

設計条件の設定

路盤厚の照査

載荷重による作用の評価

コンクリート版厚の設定

コンクリート版厚の照査

舗装構成の決定

構造細目等の検討

載荷重に関する変動状態

 
 

図- 11 コンクリート舗装の性能照査手順の例 

 

(2)設計条件 

a) 性能照査において考慮すべき設計条件 

一般に，①設計供用期間，②作用条件，③載荷

重の作用回数，④路床の支持力，⑤使用材料とす

る． 

b) 設計供用期間 

係留施設の利用条件等を考慮し適切に設定す

る．係留施設のエプロンにおけるコンクリート舗

装の設計供用期間は，一般に道路の舗装を参考に

20年とすることができる． 

c) 作用条件 

作用条件は，対象となる荷役機械による載荷重

の種類の中から，コンクリート版厚が最大となる

ものを選定する． 

d) 路床の支持力 

現行の基準・同解説1)に示された以下の考え方を

用いて，路床の支持力を，設計支持力係数K30とし

て設定する． 

①路床の設計支持力係数K30の設定にあたっては，

JIS A 1215に規定にされている平板載荷試験に

より求めることができる．ここで，設計支持力

係数K30は，一般に，沈下量0.125cmに対応する値

として設定する．また，平板載荷試験は，岸壁

等の法線方向50mに1～2箇所行うことが望まし

い． 

②同一の材質で路床が構成されている範囲の設計

支持力係数K30の設定にあたっては，極端な値を

除去した３箇所以上の実測値を用いて式(1)に

より求めることが望ましい． 

( )
( )
( ) ( )

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

2

30

d

K

支持力係数の最小値－支持力係数の最大値

－平均値各地点の支持力係数の

＝路床の支持力係数

 

（1） 

ここに， 

d2：支持力係数の計算に用いる係数． 

 

③路床が既に完成している場合の支持力係数は，

最も湿潤な状態にある路床での平板載荷試験か

ら求めることができる．ただし，このような時

期に試験が行えない場合には，式(2)により平板

載荷試験の値を補正して求めることができる．

また，CBRは乱さない土の供試体に対する値であ

る． 

( )

（自然含水量）

（４日間水浸）
支持力係数　実測値より算出した

＝補正路床の支持力係数

CBR
CBR

×

（2） 

e) 使用材料 

各路盤材料の材質，粒度等は，舗装設計施工指針2）

の規定に準ずるものとする． 

f) 載荷重の作用回数の算定 

3.3 載荷重の作用回数の設定による． 

 

(3)性能照査方法 

a) 路盤厚の設定 

路盤厚の設定は，現行の基準・同解説1)に示され

た以下の考え方を用いる． 
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路盤厚は，試験路盤を作って支持力係数が

200N/cm３となるように設定するのが望ましい．た

だし，試験路盤を作ることが困難な場合には，図- 

12示す設計曲線を用いて路盤厚を直接に設定する

ことができる．また，路盤の最小厚は，一般に，15cm

とする．各路盤材料の材質，粒度等は，舗装設計施

工指針2）の規定によることができる． 

 

 

 

1

2

k
k

路盤の支持力係数
＝

路床の設計支持力係数
 

k1は路盤の支持力係数k30(200N/cm
3)である． 

k2は路床の支持力係数k30である． 

 

図- 12 路盤厚の設計曲線2） 

 

b) コンクリート版厚の照査 

ⅰ） コンクリート版の曲げ強度 

現行の基準・同解説1)に示された考え方を準

用し，コンクリート版の曲げ強度は，一般に材

令28日で450N/cm２とする．ただし，この強度は，

JIS A 1132 コンクリートの強度試験用供試体

の作り方及びJIS A 1106 コンクリート曲げ強

度試験方法によって求めてもよい． 

ⅱ） コンクリート版厚と曲げ応力度との関係 

曲げ応力度は，現行の基準・同説1)に示され

たアーリントン公式と称される式（3）を用いて

算出する． 

 

2
10 1

0.925 0.22

a
CP l

ah
l

σ

⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎜ ⎟= −
⎜ ⎟+⎜ ⎟
⎝ ⎠

 （3） 

ここに， 

σ：コンクリート版の直角隅角部の最大応力度 

（N/mm２） 

C：係数，ダウエルバーを用いる場合は，C＝3.36と

している． 

P：荷役機械荷重（kN） 

h：コンクリート版の厚さ（cm） 

a：荷役機械荷重の接地半径（cm） 

l：舗装の剛比半径（cm） 

( )
3

4
7512 1

Ehl
K

=
2－ν

 

E：コンクリートの弾性係数（N/cm2）， 

通常E＝3,500,000 N/cm2としている． 

ν：コンクリートのポアソン比 通常ν＝0.15とする． 

K75：路盤の設計支持力係数（N/cm3）， 

通常 K30／K75 ＝2.8とし， 

K75 ＝ K30／2.8＝200／2.8≒70 とする． 

 

ⅲ） コンクリート版厚の照査 

舗装設計施工指針2）では，設計供用期間にお

けるコンクリート版の輪荷重応力とその作用

回数をもとに，コンクリート版の疲労特性を把

握し，その結果と破壊規準である疲労度の関係

からコンクリート版厚を設定する方法が示さ

れている．コンクリート版厚の設定については，

この舗装設計施工指針2）に準拠し，以下の方法

によるものとする． 

 

① 許容作用回数の算定 

輪荷重応力に対する許容作用回数は，式(4)に

より算出する． 

( ){ }

( ){ }

( ){ }

1.0 0.044

1.077 0.077

1.224 0.118

10 1.0 0.9

10 0.9 0.8

10 0.8

SL
i

SL
i

SL
i

N SL

N SL

N SL

−

−

−

= ≥ >

= ≥ >

= ≥

 

(4) 

 

Ni：載荷重による応力ｉに対するコンクリート

版の許容作用回数 

SL：載荷重による応力/設計基準曲げ強度(＝

4.5N/mm2），ただし載荷重による応力は式（3）

により算出する． 

 

② 疲労度の計算 

コンクリート版の疲労度は式（5）により算出

する． 
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( )i iFD n N=∑  （5） 

ここに， 

FD：疲労度 

ni：載荷重 i の作用回数 

Ni：載荷重iに対するコンクリート版の許

容作用回数 

 

③ コンクリート版厚の照査 

コンクリート版の破壊規準には疲労度を用

いる．コンクリート版厚は，疲労度 FD が 1.0

以下となるように設定する． 

 

3.5 アスファルト舗装の性能照査手法 

(1)性能照査の手順 

アスファルト舗装の性能照査の手順の例を図- 13に示

す．アスファルト舗装の性能照査は，路床の支持力と載

荷重の作用回数から必要とされるアスファルト等値換算

舗装厚を求め，これを下回らないように舗装構成を決定

するTA法によるものとする．なお，この手法は，舗装設

計施工指針2）に示されている道路の舗装に用いられるも

のであるが，従来の港湾のエプロン舗装の設計で用いら

れてきた仕様規定型設計も，基本的にはこの考え方を準

用している． 

設計条件の設定

路床の照査

載荷重による作用の評価

アスファルトコンクリート
の断面構成の設定

アスファルトコンクリート
の断面構成の照査

舗装構成の決定

構造細目等の検討

載荷重に関する変動状態

 

図- 13 アスファルト舗装照査手順の例 

 

(2)設計条件 

a) 性能照査において考慮すべき設計条件 

一般に，①設計供用期間，②作用条件，③載荷重の

作用回数，④路床の支持力，⑤使用材料とする． 

b) 設計供用期間 

係留施設の利用条件等を考慮し適切に設定する．

係留施設のエプロンにおけるアスファルト舗装の

設計供用期間は，一般に道路舗装を参考に10年とす

ることができる． 

c) 作用条件 

作用条件は，対象となる荷役機械による載荷重

の種類の中から，アスファルト舗装厚が最大となる

ものを選定する． 

d) 載荷重の作用回数の算定 

3.3 載荷重の作用回数の設定による． 

 

e) 路床の支持力 

現行の基準・同解説1)に示された以下の考え方を

用いる． 

①設計の対象となる舗装区域の路床について，その

設計CBRを求める場合には，CBR 試験はJIS A 

1211 路床土支持力比（CBR）試験方法の規定に

より，路床土を自然含水で突き固めて，4日間水

浸後のCBRを求める．ただし，採取した路床土は

40mm以上の骨材を除き，モールドに3層に分けて

入れ，各層67回ずつ突き固める．路床が既に完成

している場合には，一般に最も湿潤な状態にある

路床での現場CBR試験から設計CBRを求める．こ

のような時期に試験が行えない場合は式（6）に

より現場CBRの値を補正した値を用いて求めるこ

とができる．なお，CBRは乱さない土の供試体に

対するものである．また，試料の採取は岸壁等の

法線方向50mごとに1～2箇所で，完成路床あるい

は路床土の土取場の露出面より50cm以上深い箇

所で行うことが望ましい． 

 

（自然含水量）

（４日間水浸）
（補正）＝現場

CBR
CBRCBRCBR ×

（6） 

このCBRより，極端に異なる値を除いて式（7）

で設計CBRを求めることができる． 

 

2d
CBRCBRCBR

CBR
最小値最大値－

の平均－各地点の

設計 =

 

（7） 
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ただし，d2は支持力係数の計算に用いる係数の

値である．  

 

f) 使用材料 

各路盤材の材質，粒度等の事項については，舗装

設計施工指針2）の規定に準ずるものとする． 

 

(3)性能照査方法 

a) 舗装構成の照査 

舗装構成は，設定した舗装断面のアスファルト等

値換算断面が必要アスファルト等値換算断面を下回

らないように決定する．必要アスファルト等値換算

舗装厚TAの算定は式（8）によるものとする． 

30

160843
.

.
A CBR

N.T =  （8） 

ここに， 

TA：必要アスファルト等値換算舗装厚（cm） 

N：設計供用期間における設計荷重の作用回数 ni

を 49kN 輪荷重に換算した数値で，式(9)によ

るものとした． 

 

4

1
49

m
i

i
i

PN n
=

⎡ ⎤⎛ ⎞⎢ ⎥×⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦
∑＝  （9） 

ここに， 

Pi：載荷重（kN） 

ni：載荷重 Pi の作用回数 

m：載荷状態の設定数 

 

設定した断面のアスファルト等値換算舗装厚TA’
の算定は式（10）によるものとした． 

[ ]∑
=

×
n

i

iiA haT
1

´＝  （10） 

ここに， 

TA’：設定した断面のアスファルト等値換算厚

（cm） 

hi：各層の厚さ（cm）  

ai：舗装各層に用いる材料・工法の等値換算係

数，表- 3 によることができる． 

n：層の数 

 

現行の仕様規定型設計においては，表層と基層を

加えた最小厚さは，載荷重の作用条件に応じて 10

（5）cm 又は 20（15）cm としている．なお，（ ）

内の厚さは，上層路盤に瀝青安定処理工法を用いる

場合に低減できる厚さを示す（舗装設計施工指針 2）

に準拠）． 

 

表- 3 等値換算係数 

使用

箇所
工法，材料 条 件 

等値換算

係  数
備考 

表層

基層

表層，基層用加

熱アスファル

ト混合物 

－ 1.00 ACⅠ～ACⅣ

マーシャル

安定度， 

3.43ｋN以上 

0.80 A 処理材Ⅱ

歴青安定処理 
マーシャル

安定度， 

2.45-3.43kN 

0.55 A 処理剤Ⅰ

上層

路盤

粒度調整 
修正 CBR  

80 以上 
0.35 粒調材 

修正 CBR 

 30 以上 
0.25  

下層

路盤

クラッシャラ

ン，スラグ，砂

など 
修正 CBR 

 20～30 
0.20 粒状材 

 

また，アスファルトコンクリートの種類及び材質

は,表- 4 を用いることとする. 

 

表- 4 アスファルトコンクリートの種類及び材質 

種  類 ACⅠ ACⅡ ACⅢ ACⅣ 

用  途 表層用 基層用 

マーシャル安定度

試験突固め回数 
50回 75回 50回 75回 

マーシャル安置度

(kN) 

フロー値(1/100cm)

空隙率 (％) 

飽和度 (％) 

4.9 

以上 

20～40 

3～5 

75～85 

8.8 

以上 

20～40 

2～5 

75～85 

4.9 

以上

15～40

3～6 

65～80

8.8 

以上

15～40

3～6 

65～85

（注）マーシャル安定度試験突固め回数を75回とするのは，

接地圧が70N/cm2以上あるいは大型交通が特に多くわ

だち掘れが予想される場合に適用する． 

 

現行の仕様規定型設計における舗装合計厚さ及

び設定断面のアスファルト等値換算舗装厚さを付録

Ａに掲載した．なお，路床の設計CBRが2以上3未満

の場合は，必要に応じ良質の材料で置き換えるか遮

断層を設ける，また，2未満の場合は，置き換えて舗

装厚さを別途設定する． 
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4.港湾のエプロン舗装の試設計 

 

4.1 コンクリート舗装 

(1)検討手順 

コンクリート版厚の検討手順を図- 14 に示す． 

 

START

設計条件の整理

・設計供用年数の設定

・荷重条件の設定

・船舶入港隻数の設定

荷役機械の作用回数ｎiの設定

コンクリート版厚の仮定

輪荷重応力の算定

疲労度FDの算定

コンクリート版厚の決定

許容作用回数Niの設定

END

判定：FD＜1.0

YES

NO

 

 

図- 14 コンクリート版厚の検討手順 

 

(2)検討条件 

a)対象荷重 

3.2 荷役機械による載荷重 表- 1 を参考に表- 

5 に示す荷重を試設計用の荷重とする． 

b)設計供用期間 

一般的な設計供用期間として 20 年とする． 

c)船舶の年間入出港回数 

3.3 載荷重の作用回数の設定法のとおり，移動

式クレーンの作用回数を設定するにあたり，船舶の

年間入出港回数を設定する必要がある．試設計にお 

表- 5 対象荷重 

荷重の種類 荷重（kN） 接地圧（N/cm2）

移動式クレーン 20 型  220  176 

 25 型  260  200 

トラック 25t 積級  100  100 

トラクタトレーラ 20ft 用  50  50 

 40ft 用  50  50 

フォークリフト 6t  75  75 

 10t  125  81 

 15t  185  82 

 20t  245  83 

ストラドルキャリア  125  81 

 

いては，週 1 回入港すると仮定し，1 年間あたりの

入出港回数を365日÷7日／回＝52≒50回/年とする．

ただし，コンテナ船を対象とする場合はこの限りで

はない． 

d)年間取り扱い貨物量 

実重量で 1000t/m とする（注：ここで，貨物量及

び荷役機械の規格については便宜上、重量単位系を

用いている）．ただし，コンテナバースを対象とする

場合は 20 万 TEU とする． 

e)作用回数 

①移動式クレーン 

移動式クレーンの設計供用期間中の作用回数

は，3.3 で示した方法により算出する．  

Pmaxの繰り返し回数：m 回 

Pｒの繰り返し回数：（n-m）回 

ここに， 

Pmax： 最大荷重（kN） 

Pr： アウトリガー反力の変動成分（kN）（＝最大荷重

の 1/2） 

m： 船舶の設計供用期間中の入出港回数． 

（＝m'×【設計供用期間】） 

m'： 船舶の年間入出港回数（＝50 回/年） 

N： 総作用回数（回）（＝n'×【1 回の荷役におけるエ

プロン法線方向の荷役範囲】×【設計供用期間】）

n'： 1.0m 当たりの年間作用回数 

3.3 の表-2 に示す下式による． 

( )
( )

( )
( ) （年・ｍ）回＝＝

定格荷重

総取扱貨物量
＝型： 125

2020
501000

20
5020

.
.

.
.'

×
×

×
×n

 

( )
( )

( )
( ) （年・ｍ）回＝＝

定格荷重

総取扱貨物量
＝型： 100

2025
501000

20
5025

.
.

.
.'

×
×

×
×n

 

エプロン法線方向の荷役範囲は，20m，30m の２

ケースについて検討する． 
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また，移動式クレーン 20 型，25 型の設計供用

期間中の載荷重の作用回数を表- 6 に示す． 

 

表- 6(1) Pmaxの設計供用期間中の作用回数 

荷重の 

種類 
Pmaxの作用回数 

20 型 50 回/年×20 年＝1000 回 

25 型 50 回/年×20 年＝1000 回 

 

表- 6(2) Prの設計供用期間中の作用回数 

荷重の 

種類 

荷役範囲

（m） 
Prの作用回数 

20 
125 回/（年･m）×20m×20 年－1000 回

＝49000 回 
20 型 

30 
125 回/（年･m）×30m×20 年－1000 回

＝74000 回 

20 
100 回/（年･m）×20m×20 年－1000 回

＝39000 回 
25 型 

30 
100 回/（年･m）×30m×20 年－1000 回

＝59000 回 

 

②フォークリフト 

フォークリフトによる載荷重の 1m あたりの年間の

作用回数は，表- 2 より算定する． 

定格荷重 6t（最大荷重 75kN）を例に，変動荷重及

び 1m 当たりの年間の作用回数を算定した結果を表- 7

に示す． 

 

表- 7 フォークリフト(6t)の変動荷重 

及び 1m あたりの年間作用回数の算定結果 

変動荷重 1m あたりの年間作用回数 

最大輪荷重 

=75kN 

（取扱総貨物量／定格荷重）×0.4 

=1000(t/m)/6(t)×0.4=67(回/m･年) 

最大輪荷重×0.9 

=75kN×0.9=67.5kN 

（取扱総貨物量／定格荷重）×0.4 

=1000(t/m)/6(t)×0.4=67(回/m･年) 

最大輪荷重×0.8 

=75kN×0.8=60.0kN 

（取扱総貨物量／定格荷重）×0.4 

=1000(t/m)/6(t)×0.4=67(回/m･年) 

最大輪荷重×0.7 

=75kN×0.7=52.5kN 

（取扱総貨物量／定格荷重）×0.4 

=1000(t/m)/6(t)×0.4=67(回/m･年) 

空荷時輪荷重 

=25kN 

（取扱総貨物量／定格荷重）×1.6 

=1000(t/m)/6(t)×1.6=267(回/m･年) 

 

なお，設計供用期間中の作用回数は，表- 7 の作用

回数に貨物の荷役範囲及び設計供用期間を乗じて算

出する． 

エプロン法線方向の荷役範囲は，30m，50m，100m，

150m の 4 ケースについて検討する． 

 

 

③トラック 

トラックによる載荷重の 1m あたりの年間の作用回

数は，表- 2 より算定する． 

トラックの 1m あたりの変動荷重及び 1m あたりの年

間の作用回数を，表- 8 に示す． 

 

表- 8 トラックの変動荷重及び 1m あたりの 

年間作用回数の算定結果 

変動荷重 1m あたりの年間作用回数 

最大輪荷重=100kN
取扱総貨物量／定格荷重 

1000(t/m)/25t=40(回/m･年) 

空荷時輪荷重=50kN
取扱総貨物量／定格荷重 

1000(t/m)/25t=40(回/m･年) 

 

なお，設計供用期間中の作用回数は，表- 8 の作用

回数に貨物の荷役範囲及び設計供用期間を乗じて算

出する． 

エプロン法線方向の荷役範囲は，30m，50m，100m，

150m の 4 ケースについて検討する． 

 

④ストラドルキャリア及びトラクタトレーラー 

ストラドルキャリア及びトラクタトレーラーによ

る載荷重の 1m あたりの年間の作用回数は，表- 2 より

算定する． 

ストラドルキャリア及びトラクタトレーラーはコ

ンテナバースを対象とすることから，取扱貨物量とし

ては取扱コンテナ個数を設定することとなる．試設計

では、１バース当たりのコンテナバースの年間取扱貨

物量を 20 万 TEU とし、長尾らの方法により，コンテ

ナ個数の総個数はTEU換算値の約65％となることを準

用し、コンテナ貨物個数を 13 万個に設定する．また，

対象船舶長さ L を 266m（50000DWT のコンテナ船の標

準船型）と想定して荷役範囲を設定して，取扱コンテ

ナ個数を算定することとした． 

ストラドルキャリアを例にした変動荷重及び 1m あ

たりの年間の作用回数を表- 9 に示す．なお，ストラ

ドルキャリアの最大輪荷重は，表- 9 に示すとおり

125kN であるが，それ以外の条件は次の通りとする． 

 

空 荷 時 輪 荷 重 ： 93kN 

車 体 重 量 ： 60t 

定 格 荷 重 ： 40t 

対 象 船 舶 長 さ ： 266m 

 

なお，設計供用期間中の作用回数は，表- 9 の 1m あ

たりの年間の作用回数に貨物の荷役範囲及び設計供 
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表- 9 ストラドルキャリアの変動荷重及び 1m あたりの年間作用回数の算定結果 

変動荷重 変動荷重 1m あたり年間作用回数(回/m･年) 

コンテナ実重量 40t 125kN×(60t＋40t)/(60t＋40t)=125kN 130,000 万個/年÷266m×0.05＝24 

コンテナ実重量 35t 125kN×(60t＋35t)/(60t＋40t)=119kN 130,000 万個/年÷266m×0.10＝49 

コンテナ実重量 30t 125kN×(60t＋30t)/(60t＋40t)=113kN 130,000 万個/年÷266m×0.20＝98 

コンテナ実重量 25t 125kN×(60t＋25t)/(60t＋40t)=106kN 130,000 万個/年÷266m×0.25＝122 

コンテナ実重量 20t 125kN×(60t＋20t)/(60t＋40t)=100kN 130,000 万個/年÷266m×0.20＝98 

コンテナ実重量 15t 125kN×(60t＋15t)/(60t＋40t)=94kN 130,000 万個/年÷266m×0.20＝98 

空荷時輪荷重 93kN 130,000 万個/年÷266m＝489 

 

 

用期間を乗じて算出する． 

エプロン法線方向の荷役範囲は，30m，50m，100m，

150m，266m の 5 ケースについて検討する． 

 

(3)コンクリート版厚の照査 

コンクリート舗装厚の性能照査は，3.4 に示したとお

り，①最大荷重を含む変動荷重による輪荷重応力の算定，

②輪荷重応力と設計基準強度の比により許容作用回数の

算定，③最大荷重を含む変動荷重の作用回数と②で算定

した許容作用回数の比により算定される疲労度の算定，

の手順で行う． 

以下に，移動式クレーン 20 型の貨物荷役範囲 20m に

おけるコンクリート舗装厚の照査例を示す． 

 

a) 照査条件 

移動式クレーン 20 型に対するコンクリート版厚照査

条件は次の通りである． 

 

Pmax ： 220kN 

Pr ： 110kN 

Pmaxの作用回数 ： 1000 回 

Prの作用回数 ： 49000 回 

接地圧 ： 176N/cm2 

コンクリート版厚の設定値 ： 34cm 

設計基準曲げ強度 ： 4.5N/mm2 

 

b) 輪荷重応力の算定 

輪荷重応力の算定は，式（3）による． 

 

①荷役機械荷重の接地半径 

cm919
176

10002201000 .=
×

×
=

×
×

=
ππ接地圧

Pa  

 

 

②舗装の剛比半径 

( ) ( ) cm77113
70150112

340005003
112

4
2

3
4

75
2

3
.

.
,,

ν
=

×−×
×

=
−

=
K

Ehl

 

③輪荷重応力 

Pmaxに対して 

2

2

2

mmN623

77113
9192209250

77113
919

1
34

22036310

2209250
110

/.

.

...

.

.
.

..
σ

=

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

×+
−

××
=

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

+
−=

　

　

l
a

l
a

h
CP

 

 

Pr対して 

2

2

2

mmN811

77113
9192209250

77113
919

1
34

11036310

2209250
110

/.

.

...

.

.
.

..
σ

=

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

×+
−

××
=

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

+
−=

　

　

l
a

l
a

h
CP

 

 

ｃ)許容作用回数の算定 

輪荷重により発生する応力に対する許容作用回数

は式（4）に示す疲労式により算定する． 
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( ){ }

( ){ }

( ){ } SLN

SLN

SLN

SL
i

SL
i

SL
i

≥=

>≥=

>≥=

−

−

−

8010

809010

900110

11802241

07700771

044001

.

..

..

./.

./.

./.

　　

　　

　　　

　  

ここに， 

Ni： 輪荷重応力iに対するコンクリート版の

許容作用回数 

SL： 輪荷重応力／設計基準曲げ強度(＝

4.5N/mm2），輪荷重応力は式（3）により

算出する． 

 

①Pmaxに対して 

輪荷重応力σ＝3.62N/mm2よりSL＝3.62/4.5＝0.804 

( ){ } ( ){ } 　回

　　より

35111010

8090
07708040077107700771 ===

>≥

−− ./.../SL.
iN

.SL.

 

②Prに対して 

輪荷重応力σ＝1.81N/mm2よりSL＝1.81/4.5＝0.402 

( ){ } ( ){ } 　回

　　より

92491471010

80
11804020224111802241 ===

≥

−− ./.../SL.
iN

SL.

 

d)疲労度の計算 

コンクリート版の疲労度は式（5）により算出する． 

( )

K.O....

NnFD ii

01290000502850
9249147

49000
3511
1000

<=+=

⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛+⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛==∑
 

 

表- 10に各荷役機械による荷重条件に対するコンクリ

ート版厚の算定結果を示す．なお，表- 10には，0.1cm

単位で求めた必要版厚及び現行の基準・同解説1）のコン

クリート舗装における荷重の区分も併記している．  

 

表- 10(1) コンクリート版厚 移動式クレーン：20 型 

 

表- 10(2) コンクリート版厚 移動式クレーン：25 型 

 

 

表- 10(3) コンクリート版厚 フォークリフト：6t 

 

 

表- 10(4) コンクリート版厚 フォークリフト：10t 

 

表- 10(5) コンクリート版厚 フォークリフト：15t 
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表- 10(6) コンクリート版厚 フォークリフト：20t 

 

 

表- 10(7) コンクリート版厚 トラック 

 

 

表- 10(8) コンクリート版厚 ストラドルキャリア 

 

 

表- 10(9) コンクリート版厚 トラクタトレーラ 

 

 

以上より，今回想定した荷役範囲に対応する作用回

数に対しては，従来の設計におけるコンクリート版厚

とほぼ同程度の結果が得られたことが分かる． 

なお，条件によっては，必要コンクリート版厚が従

来の設計における最小版厚 20cm を下回る場合が見ら

れるが，このような場合には実績も考慮して慎重な判

断が必要である． 

 

4.2 アスファルト舗装 

(1)検討手順 

アスファルト舗装構成の検討手順を図- 15 に示す. 

 

START

設計条件の整理

・設計供用年数の設定

・荷重条件の設定

・船舶入港隻数の設定

荷役機械の作用回数ｎiの設定

49kN換算作用回数Niの算定

必要アスファルト
等値換算舗装厚TAの算定

アスファルト
等値換算舗装厚TA'の算定

アスファルト舗装構成の決定

アスファルト舗装構成の仮定

END

判定：TA'＞TA
NO

YES

 

 

図- 15 アスファルト舗装構成の検討手順 

 

(2)検討条件 

a)対象荷重 

3.2 荷役機械による載荷重の作用 表- 1 を参考に

表- 11 に示す荷重を試設計用の荷重とする． 

検討対象とする荷役機械は，フォークリフト，トラ

ック，ストラドルキャリア，トラクタトレーラとする．
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移動式クレーンについては，アスファルト舗装での実

績が少ないことからここでは除外した． 

 

表- 11 対象荷重 

荷重の種類 荷重（kN） 接地圧（N/cm2）

トラック 25t 積級  100  100 

トラクタトレーラ 20ft 用  50  50 

 40ft 用  50  50 

フォークリフト 6t  75  75 

 10t  125  81 

 15t  185  82 

 20t  245  83 

ストラドルキャリア  125  81 

 

 

b)設計供用期間 

一般的な設計供用期間として 10 年とする．  

c)船舶の年間入出港回数 

本試設計においては，4.1 と同様に，1 年間あたり

の入出港回数を 50 回/年とする．ただし，コンテナ船

を対象とする場合はこの限りではない． 

d)年間取り扱い貨物量 

実重量で 1000t/m とする．ただし，コンテナバース

を対象とする場合は 20 万 TEU とする． 

e)作用回数 

アスファルト舗装厚算定の条件となる作用回数の

基本的な設定法は，3.3 による．式(8)に示すアスファ

ルト等値換算舗装厚TAを算定する際の作用回数Nを求

めるにあたって，最大荷重を含む変動荷重の全ての作

用回数を 49kN の作用回数に換算する必要がある．換

算は式（9）による． 

なお，各荷役機械のエプロン法線方向の荷役範囲は，

4.1 で設定した荷役範囲と同範囲（20m，30m，50m，100m，

150m，266m）について検討する． 

 

① フォークリフト 

フォークリフトによる載荷重の 1m あたりの年間の

作用回数は，4.1 で算定した変動荷重及び 1m あたりの

年間の作用回数の算定結果（例：表- 7）を 49kN 換算

することで求められる． 

表- 12 に対象荷重のうち，定格荷重 6t（最大荷重

75kN）を例に，変動荷重及び 1m あたりの年間の作用

回数を算定した結果を示す．  

表- 12 フォークリフト 6t の変動荷重 

及び 1m あたりの年間の作用回数の算定結果 

変動荷重 
1m あたりの年間作用回数 

(回/m･年) 

75kN（最大輪荷重） 67 

67.5kN（最大輪荷重×0.9） 67 

60.0kN（最大輪荷重×0.8） 67 

52.5kN（最大輪荷重×0.7） 67 

25kN（空荷時輪荷重） 267 

 

表- 12 の値より，定格荷重 6t のフォークリフトに

おける 49kN 換算作用回数は次の通り算定することが

できる． 

 

)/(

.....

年･ｍ　回＝

＋＋＋＋

866

267
49

02567
49

55267
49

06067
49

56767
49

075 44444

×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛

 

なお，設計供用期間中の作用回数は，上記の値に貨

物の荷役範囲及び設計供用期間を乗じて算出する． 

 

②トラック 

トラックによる載荷重の 1m あたりの年間の作用回

数は，4.1 で算定した変動荷重及び 1m あたりの年間の

作用回数の算定結果（例：表- 8）を用いて，49kN 換

算することで求める． 

表- 13 にトラックの変動荷重及び 1m あたりの年間

の作用回数を算定した結果を示す． 

 

表- 13 トラックの変動荷重及び 

1m あたりの年間の作用回数の算定結果 

変動荷重 
1m あたりの年間作用回数 

(回/m･年) 

100kN（最大輪荷重） 40 

50kN（空荷時輪荷重） 40 

 

表- 13 の値よりトラックにおける 49kN 換算作用回

数は次の通り算定することができる． 

)/(年･ｍ　回＝＋ 73740
49
5040

49
100 44

×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛  

なお，設計供用期間中の作用回数は，表- 13 の作用

回数に貨物の荷役範囲及び設計供用期間を乗じて算

出する． 

 

③ストラドルキャリア及びトラクタトレーラ 

ストラドルキャリア及びトラクタトレーラによる
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載荷重の 1m あたりの年間の作用回数は，4.1 で算定し

た変動荷重及び 1m あたりの年間の作用回数の算定結

果（例：表- 9）を用いて，49kN 換算することで求め

る． 

表- 14 に対象荷重のうちストラドルキャリアを例に，

変動荷重及び 1m あたりの年間の作用回数を算定した

結果を示す． 

 

表- 14 ストラドルキャリアの変動荷重 

及び 1m あたりの年間の作用回数の算定結果 

変動荷重 
1m あたりの年間の作用回数

(回/m･年) 

125kN(コンテナ実重量 40t) 24 

119kN(コンテナ実重量 35t) 49 

112kN(コンテナ実重量 30t) 98 

106kN(コンテナ実重量 25t) 122 

100kN(コンテナ実重量 20t) 98 

94kN(コンテナ実重量 15t) 98 

93kN(空荷時輪荷重) 489 

 

表- 14 の値より，ストラドルキャリアにおける 49kN

換算作用回数は次の通り算定することができる． 

 

)/(年･ｍ　回＝

＋＋＋＋

17537489×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
49
93

+98×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
49
94

+

98×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
49
100

122×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
49
106

98×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
49
112

49×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
49
119

24×⎟
⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
49
125

44

44444

 

 

なお，設計供用期間中の作用回数は，表- 14 の作用

回数に貨物の荷役範囲及び設計供用期間を乗じて算

出する． 

  

(3)アスファルト舗装厚の照査 

アスファルト舗装等値換算舗装厚 TAの算定は式（8）

により求める．なお，一例としてフォークリフト 6t

の貨物の荷役範囲を 30m（49kN 換算作用回数＝866 回

/(年・m)×30m×10 年＝259,800 回）とした場合のアス

ファルト舗装厚の算定を以下に示す． 

 

CBR 3 以上 5 未満の場合 

cm320
3
259800×843843

= 30

160

30

160

..
CBR

N.T .

.

.

.

A ＝＝  

 

CBR 5 以上 8 未満の場合 

cm417
5
259800×843843

= 30

160

30

160

..
CBR

N.T .

.

.

.

A ＝＝  

 

CBR 8 以上 12 未満の場合 

cm115
8
259800×843843

= 30

160

30

160

..
CBR

N.T .

.

.

.

A ＝＝  

 

CBR 12 以上 20 未満の場合 

cm413
12
259800×843843

= 30

160

30

160

..
CBR

N.T .

.

.

.

A ＝＝  

 

CBR 20以上 

cm511
20
259800×843843

= 30

160

30

160

..
CBR

N.T .

.

.

.

A ＝＝  

 

表- 15 に各荷役機械による荷重条件に対する必要ア

スファルト舗装等値換算舗装厚 TAを示す．表- 15 には

現行の基準・同解説 1）における荷重の区分及びアスフ

ァルト等値換算舗装厚 TA’も併記した．  

 

表- 15(1) 必要アスファルト等値換算舗装厚 TA 

フォークリフト：6t 

 

 

表- 15(2) 必要アスファルト等値換算舗装厚 TA 

フォークリフト：10t 
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表- 15(3) 必要アスファルト等値換算舗装厚 TA 

フォークリフト：15t 

 

 

表- 15(4) 必要アスファルト等値換算舗装厚 TA 

フォークリフト：20t 

 

 

表- 15(5) 必要アスファルト等値換算舗装厚 TA 

トラック 

 

 

表- 15(6) 必要アスファルト等値換算舗装厚 TA 

ストラドルキャリア 

 

表- 15(7) 必要アスファルト等値換算舗装厚 TA 

トラクタトレーラ 

 

 

荷役機械の荷役範囲を 20m～266m と想定し，作用回数

を算定して必要アスファルト等値換算舗装厚 TA を求め

た結果，今回想定した範囲の作用回数では，ほとんどの

ケースで従来の荷重の区分で用いられてきたアスファル

ト等値換算舗装厚 TA’より小さな結果が得られた． 

なお，必要アスファルト等値換算舗装厚 TAが従来の設

計における最小値である 16.3cm を下回る場合が見られ

るが，このような場合には，実績や道路の舗装設計施工

指針 2）に示されている舗装の各層の最小厚さを参考にし

て，適切な舗装構造とする必要がある． 

 

 

5.まとめ 

本資料で得られた成果を取りまとめると以下のとお

りである． 

 

(1)載荷重の作用回数の算定 

長尾らの方法 5)を準用し，係留施設の取扱貨物量及び

荷役範囲の設定に基づいて，港湾のエプロン舗装の性能

照査に用いる荷役機械による載荷重の作用回数の実用的

な設定方法を提案した． 

 

(2)試設計と現行の設計との比較 

 道路の舗装設計施工指針 2）に準じる方法により，載荷

重の作用回数を考慮して港湾のエプロン舗装の試設計を

行い，以下の結果を得た． 

 

①コンクリート舗装 

試設計では，取扱貨物量及び荷役範囲（2～5 ケース）

を設定して載荷重の作用回数を算定し，必要とするコン

クリート版厚を求めた．試設計により得られたコンクリ

ート版厚は，現行の基準・同解説 1）に示されてる荷重の

区分別の舗装厚の参考値と比較して，荷役機械によって

は若干大きな値となっている場合もあるが，ほぼ，同程

度であった． 
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②アスファルト舗装厚 

コンクリート舗装と同様に，取扱貨物量及び荷役範囲

（2～5 ケース）を設定して載荷重の作用回数を算定し，

アスファルト舗装の等値換算舗装厚を求めた．試設計に

より得られた必要アスファルト等値換算舗装厚 TA’は，現

行の基準・同解説 1）に示されてる荷重の区分別のアスフ

ァルト等値換算舗装厚 TAの参考値と比較して，ほとんど

のケースで小さいという結果が得られた．このことから，

載荷重の作用回数を適切に設定することにより，より合

理的で経済的なアスファルト舗装の設計が可能となるこ

とが示された． 

 

(3) 港湾のエプロン舗装の性能設計 

提案した方法を用いることにより，設計供用期間や荷

役の状況に応じた適切な港湾のエプロン舗装の性能照査

が可能となり，実務への円滑な導入が期待できる．なお，

荷役範囲のとり方によって作用回数が異なることとなる

ため，荷役範囲の設定にあたっては，上屋等の背後施設

の位置及び想定される荷役作業の形態等を考慮して，慎

重に検討する必要がある． 

 

(4)その他 

試設計では，道路の舗装設計施工指針 2）に準じて検討

したことから，アスファルト舗装の設計において載荷重

をすべて 49kN 輪荷重に換算して作用回数を求めている．

しかしながら，港湾における載荷重は道路に比べて大き

いものが多く，このような大きな載荷重の換算方法の妥

当性については必ずしも明らかでない．また，港湾荷役

においては荷役機械の発進，停止及び回転等が頻繁に行

われるものと推測され，一般の道路舗装に比べてより過

酷な条件におかれている可能性がある．このため，今後，

港湾特有の諸条件について調査を行い，それらに対応し

たより信頼性の高い設計法の構築が望まれる． 

 

6.おわりに 

本資料で提案した港湾のエプロン舗装の設計法により，

技術基準の性能規定化に対応して，舗装の設計供用期間や

荷役の状況に応じた港湾のエプロン舗装の性能照査が可

能となり，設計のより一層の合理化が図られるものと期待

される． 

なお，本検討を行うにあたり，（財）沿岸技術研究セン

ターの山本修司理事，同・中村俊智主任研究員のご協力を

頂きました．ここに記し，感謝の意を表します． 
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付録Ａ 現行の港湾のエプロン舗装の設計法 

 

A.1 現行の技術基準 

 

省令第 11 条 

（岸壁，さん橋及び物揚場） 

第 11 条 岸壁，さん橋及び物揚場の上面は，荷役又

は乗降が安全かつ円滑に行えるものとする。 

２ 岸壁，さん橋及び物揚場の上面には，雨水その他

の地表水が流れるように勾配を付するものとする。 

３ 岸壁，さん橋及び物揚場の上面は，載荷重に照ら

し，セメント・コンクリート若しくはアスフアル

ト・コンクリート又はこれらに類するものにより適

切に舗装するものとする。 

 

告示第 94～100 条 

第３節 岸壁，桟橋及び物揚場のエプロン 

（エプロン） 

第 94 条 岸壁，桟橋及び物揚場の上面（以下「エプ

ロン」という。）の要件は，次条から第 100 条まで

に定めるとおりとする。 

（エプロンの設置） 

第 95 条 係留施設の法線とその背後の上屋又は野積

場等との間には，貨物の積卸しのための仮置，荷さ

ばき，荷物の搬出入，荷役のための車両の走行等が

安全かつ円滑に行われるようにエプロンを設ける

ものとする。 

２ エプロンは，荷役が安全かつ円滑に行われるよう

に適切な面積を有するものとする。 

（幅員） 

第 96 条 エプロンの幅員は，係留施設の規模及び利

用形態，背後の上屋又は倉庫の構造並びに利用形態

等に応じて，安全かつ円滑な荷役に支障のない適切

な幅とするものとする。 

（勾配） 

第 97 条 エプロンの横断勾配は，降雨強度及び背後

の利用状況等を勘案し，荷役に支障のない適切な勾

配とするものとする。 

２ エプロンは，下部埋立土の吸出し及び圧密等によ

る沈下の発生によって荷役及び車両の走行等に支

障のないように，適切な対策を講ずるものとする。 

（設計荷重） 

第 98 条 舗装の構造の検討において，設計荷重は，

取扱貨物の種類，荷役の形態等に応じ，トラック，

トラッククレーン，フォークリフトトラック，スト

ラドルキャリア等の荷重及び接地面積を勘案して

舗装厚が最大となるように設定するものとする。 

（エプロンの舗装の構成） 

第 99 条 エプロンの舗装の構成は，適切に設定され

た路床の支持力に基づいて，舗装の種類に応じ，路

盤等の構成及び使用材料の特性を勘案して設定す

るものとする。 

（目地） 

第 100 条 コンクリート舗装の場合においては，目地

を設けることを原則とする。 

２ 目地は，エプロンの規模，係留施設の構造，目地

の種類等に応じて適切に配置するとともに，目地の

種類に応じた適切な構造を有するものとする。 

 

A.2 現行の基準・同解説8)における設計法 

 (1)コンクリート舗装 

 

表-A. 1 岸壁等のエプロンでのコンクリート 

舗装の作用条件の参考値 

 

 

 

 

 

荷重の

区分 荷重の種類 
荷重

(kN)

接地

半径

（cm）

フォークリフトトラック 2t 25 10.6

トラクタトレーラ 

20ft，40ft用 
50 17.8CP1 

フォークリフトトラック 3.5t 45 13.8

CP2 フォークリフトトラック 6t 75 17.8

トラック       25t積級 100 17.8

フォークリフトトラック 10t 125 22.2

ストラドルキャリア  125 22.2
CP3 

フォークリフトトラック 15t 185 26.8

移動式クレーン（トラック

クレーン，ラフテレーンク

レーン，オールテレーンク

レーン） 

20型 220 19.9

フォークリフトトラック 20t 245 30.7CP4 

移動式クレーン（トラック

クレーン，ラフテレーンク

レーン，オールテレーンク

レーン） 

25型 260 20.3
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表-A. 2 コンクリ－ト版厚の参考値 

荷重の区分 
コンクリート 

版厚 (cm) 

CP1 20 

CP2 25 

CP3 30 

CP4 35 

桟橋スラブ上 10 

 

 

 (2)アスファルト舗装 

 

表-A. 3 岸壁等のエプロンでのアスファルト舗装の 

荷重条件の参考値 

荷重の区分 荷 役 機 械 

AP1 トラクタトレーラ 20ft，40ft

フォークリフトトラック 2t

フォークリフトトラック 3.5tAP2 

フォークリフトトラック 6t

フォークリフトトラック 10t

フォークリフトトラック 15t

トラック 25t 積級

ストラドルキャリア AP3 

移動式クレーン（トラックク

レーン，ラフテレーンクレー

ン，オールテレーンクレーン） 

20 型

AP4 

移動式クレーン（トラックク

レーン，ラフテレーンクレー

ン，オールテレーンクレーン） 

25 型
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表-A. 4 アスファルト舗装の舗装構成例 

設 計 条 件 舗  装  構  成 

表   層 基   層 上 層 路 盤 下層路盤 合 計 厚 
荷重の区分 

路床の設計 
CBR(%) 種類 h1(㎝) 種類 h2(㎝) 種類 h3(㎝) h4(㎝) H(㎝) TÁ (㎝)

ACⅠ 5 ACⅢ 5 粒調材 25 35 70 25.8 3以上 
5未満 ACⅠ 5 － － A処理材Ⅰ 25 35 65 25.8 

ACⅠ 5 ACⅢ 5 粒調材 20 25 55 22.0 5以上 
8未満 ACⅠ 5 － － A処理材Ⅰ 20 30 55 22.0 

ACⅠ 5 ACⅢ 5 粒調材 15 20 45 19.3 8以上 
12未満 ACⅠ 5 － － A処理材Ⅰ 15 30 50 19.3 

ACⅠ 5 ACⅢ 5 粒調材 15 15 40 18.3 12以上 
20未満 ACⅠ 5 － － A処理材Ⅰ 15 20 40 17.3 

ACⅠ 5 ACⅢ 5 粒調材 15 15 40 18.3 
20以上 

ACⅠ 5 － － A処理材Ⅰ 15 15 35 16.3 

AP1 

桟 橋スラブ上 ACⅠ 5 ACⅢ 4以上 － － － 9以上 － 

ACⅡ 5 ACⅣ 5 粒調材 25 35 70 25.8 3以上 
5未満 ACⅡ 5 － － A処理材Ⅰ 25 35 65 25.8 

ACⅡ 5 ACⅣ 5 粒調材 20 25 55 22.0 5以上 
8未満 ACⅡ 5 － － A処理材Ⅰ 20 30 55 22.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 5 粒調材 15 20 45 19.3 8以上 
12未満 ACⅡ 5 － － A処理材Ⅰ 15 30 50 19.3 

ACⅡ 5 ACⅣ 5 粒調材 15 15 40 18.3 12以上 
20未満 ACⅡ 5 － － A処理材Ⅰ 15 20 40 17.3 

ACⅡ 5 ACⅣ 5 粒調材 15 15 40 18.3 
20以上 

ACⅡ 5 － － A処理材Ⅰ 15 15 35 16.3 

AP2 

桟橋スラブ上 ACⅡ 5 ACⅣ 4以上 － － － 9以上 － 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 30 45 95 40.0 3以上 
5未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 20 45 80 40.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 25 30 75 34.8 5以上 
8未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 20 20 55 35.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 15 20 55 29.3 8以上 
12未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 15 15 45 30.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 15 15 50 28.3 12以上 
20未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 15 15 45 30.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 15 15 50 28.3 
20以上 

ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 15 15 45 30.0 

AP3 

桟橋スラブ上 ACⅡ 5 ACⅣ 4以上 － － － 9以上 － 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 40 60 120 46.0 3以上 
5未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 20 70 105 45.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 30 45 95 39.5 5以上 
8未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 20 40 75 39.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 25 30 75 34.8 8以上 
12未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 15 35 65 34.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 15 25 60 303 12以上 
20未満 ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 15 15 45 30.0 

ACⅡ 5 ACⅣ 15 粒調材 15 15 50 28.3 
20以上 

ACⅡ 5 ACⅣ 10 A処理材Ⅱ 15 15 45 30.0 

AP4 

桟橋スラブ上 ACⅡ 5 ACⅣ 4以上 － － － 9以上 － 

（注）桟橋スラブ上の基層の欄は，間詰材及び基層を表わし，アスファルトコンクリートに限らない． 

アスファルトコンクリートの種類及び材質は，表- 4によることができる． 
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付録Ｂ 道路舗装の設計法 

 

道路舗装は，設計供用年数，舗装計画交通量等を定め

舗装厚を決定する． 

舗装設計施工指針9)（日本道路協会）では，コンクリ

ート舗装，アスファルト舗装とも輪荷重の作用回数をパ

ラメータとして舗装厚の照査を行っている． 

 

B.1 コンクリート版厚の設計法 

コンクリート版厚は，設計期間において舗装の破壊規

準として設定する疲労度を満足するように設計する.

以下は，理論的設計方法における輪荷重応力式，温度

応力式の算定式を示したものである. 

(1)合成応力計算（＝輪荷重応力＋温度応力） 

1）輪荷重応力 

縦自由縁部及び縦目地縁部の版中央位置,横目地縁

部,横ひび割れ部の最多車輌通過位置における輪荷

重応力は式（B.1）によって算定する. 

σ＝(1+0.54μ)・CＬ・CＴ・P・(logL－0.75log a－0.18)

／100ｈ2  （B.1） 

ここで， 

σ：コンクリート版自由縁部・目地部またはひび

割れ部の輪荷重応力（MPa） 

μ：コンクリートのポアソン比 

CL：縦目地による係数（縦自由縁部2.12，縦目地

縁部1.59） 

CT：横目地の輪荷重伝達性能等による係数（1.0） 

P：輪荷重（N） 

L：剛比半径(cm)；L＝{Eh3/12（1－μ2）K75} 0.25 

E：コンクリートの弾性係数（MPa） 

K75：路盤支持力係数（MPa/cm） 

a：タイヤ接地半径 

h：コンクリート版の厚さ（cm） 

2）温度応力の計算 

コンクリート版に発生する温度応力は式（B.2）によ

って算出する． 

σt＝0.35・Cw・α・E・Θ （B.2） 

ここで， 

σt：コンクリート版縦縁部・横目地縁部・横ひ

び割れ部の温度応力（MPa） 

Cw：そり拘束係数 

α：コンクリートの温度膨張係数（/℃） 

Θ：コンクリート版厚さ方向の温度差（版上面

温度－版下面温度，℃） 

 

（2）コンクリート版の許容輪数 

輪荷重応力と温度応力を合計した合成応力に対する

許容輪数は式（B.3）または式（B.4）に示す疲労式より

求める. 

1.0≧SL＞0.9では，Ni＝10((1.0－SL)／0.044) 

0.9≧SL＞0.8では，Ni＝10((1.077－SL)／0.077) （B.3） 

0.8≧SLでは，Ni＝10((1.224－SL）／/0.118) 

 Ni＝10((a－SL)/b)) 

a＝1.11364＋0.00165Pf （B.4） 

 b＝0.09722－0.00021Pf 

SL：合成応力／設計基準曲げ強度 

Ni：合成応力iに対する許容輪数 

Pf：破壊確率（％） 

 

(3)疲労度の計算 

コンクリート版の疲労度は，式（B.5）で算出する. 

( )i iFD n N=∑  （B.5） 

ここで, 

FD：疲労度 

ni：合成応力iの作用度数 

Ni：合成応力iに対するコンクリート版の許容輪数 

 

B.2 アスファルト舗装の設計法 

道路舗装では，交通荷重がアスファルト舗装の破壊に

及ぼす程度は，その荷重の大きさの4乗に比例するものと

して，すべての輪荷重を49ｋN（5tf）の輪数に換算する

ことが行われている．ただし，コンクリート舗装では，

輪荷重をそのまま荷重条件としている． 

アスファルト舗装では，必要アスファルト等値換算

舗装厚TA は，式（B.6）によって算出する. 

30

160843
.

.
A CBR

N.T =  （B.6) 

N：設計供用期間における設計荷重の作用回数 ni

を 49kN 輪荷重に換算した数値で，式（B.7）による. 

∑
=

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
×⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛=
m

i
i

i npN
1

4

49
 （B.7) 

  

設定断面のアスファルト等値換算舗装厚 

設定した断面のアスファルト等値換算舗装厚TA’ の
算定は式（B.8）によることができる． 
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1

´A i i

n

i

T a h
=

×⎡ ⎤⎣ ⎦∑＝  （B.8) 

ここに， 

TA’：設定した断面のアスファルト等値換算舗

装厚（cm） 

hi：各層の厚さ（cm）  

ai：舗装各層に用いる材料・工法の等値換算

係数  

n：層の数 

TA＞TA'になるようにアスファルト舗装厚を決

定する． 
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付録Ｃ 空港舗装の設計法 10) 

 

C.1 舗装区域 

空港の舗装区域は，滑走路，誘導路，エプロン，オ

ーバーラン，ショルダー，ランプ車両通行帯等で，

次の 5 つに区分けする． 

A 舗装区域―滑走路端部，全備重量の航空機が通過

する誘導路，ローディングエプロン 

B 舗装区域―滑走路中間部，脱出誘導路，ナイトス

テイエプロン，ナイトステイエプロンに通ずる連

絡誘導路 

C 舗装区域―メンテナンスエプロン，メンテナンス

エプロンに通ずる連絡誘導路 

D 舗装区域―オーバーラン，ショルダー 

E 舗装区域―ランプ車両通行帯，機材置場 

 

C.2コンクリート舗装設計 

(1) A 舗装区域のコンクリート版厚は，路盤の設計支

持力係数を 70MN/㎥，コンクリートの設計基準曲

げ強度を 5N/㎟とした場合，表-C. 1 (1)に示すと

おりである． 

(2) B 舗装区域のコンクリート版厚は，同様の場合(1)

で求まるコンクリート版厚の 90％とする． 

(3) C 舗装区域のコンクリート版厚は，同様の場合(1)

で求まるコンクリート版厚の 80％とする． 

(4) D 舗装区域のコンクリート版厚は，同様の場合(1)

で求まるコンクリート版厚の 60％とする． 

(5) E 舗装区域のコンクリート版厚は，同様の場合表

-C.1(2)に示すとおりである． 

(6) 路盤の設計支持力係数Ｋ75 が 70MN/㎥以外の場合

には，付録-12*を参照してコンクリート版厚を決

める． 

(7) コンクリート版厚の最小値は 15 ㎝とする． 

(8) 滑走路については，横断方向に図-4.2*のように

コンクリート版厚を減ずる．ただし，誘導路につ

いては原則として横断方向の減厚は考慮しない． 

(9) (1)～(5)に述べた舗装区域の区分及び(8)に述べ

た横断方向の減厚は，図-4.3*に示す平面形状に

なる． 

(10) 平行誘導路のない空港では，滑走路端部は全幅員

を(1)で求まるコンクリート版厚と同一とし，滑

走路中間部のみ両縁端帯はこれの 80％とする． 

 

*印の図等は本付録では省略した． 

 

 

表-C. 1 (1) コンクリート版厚(設計荷重 LA-1～3) 

(単位：㎝) 

設計反復作用回数の区分
設計荷重の区分

M N O 

LA-1 

LA-12 

LA-2 

LA-3 

37 

32 

30 

27 

42 

36 

34 

30 

45 

39 

36 

32 

 

(注)グルーピングを施工する滑走路等では，表中

のコンクリート版厚を 1 ㎝増厚する．減厚した区

域においても 1 ㎝の増厚は同じである． 

 

表-C. 1 (2) コンクリート版厚(設計荷重 LT-1～2) 

(単位：㎝) 

設計反復作用回数の区分
設計荷重の区分

M N O 

LA-1 

LA-12 

LA-2 

21 

18 

15 

23 

20 

15 

25 

21 

15 

 

C.3アスファルト舗装設計 

(1) A 舗装区域の基準舗装厚は，表-C .2 (1)に示すと

おりである． 

(2) B 舗装区域の基準舗装厚は，(1)で求まる基準舗装

厚の 90％とする． 

(3) C 舗装区域の基準舗装厚は，(1)で求まる基準舗装

厚の 80％とする． 

(4) D 舗装区域の基準舗装厚は，(1)で求まる基準舗装

厚の 50％とする． 

(5) E 舗装区域の基準舗装厚は，表-C .2 (2)に示すと

おりである． 

(6) 滑走路については，横断方向に図-3.1*のように

基準舗装厚を減ずる．ただし，誘導路については

原則として横断方向の減厚は考慮しない． 

(7) (1)～(5)に述べた舗装区域の区分及び(6)に述べ

た横断方向の減厚は，図-3.2*に示す平面形状に

よる． 

(8) 平行誘導路のない空港では，滑走路端部は全幅員

を(1)で求まる基準舗装厚と同一とし，滑走路中

間部のみ両縁端帯はこれの 80％とする． 
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表-C. 2 (1) LA－1 の基準舗装厚  

 (単位：㎝) 

設計反復作用回数の区分 路床の 

設計 CBR a b c d e 

2 256 269 288 307 328 

2.5 226 238 256 275 295 

3 202 215 232 249 268 

3.5 184 196 210 227 245 

4 168 180 195 210 227 

4.5 154 165 180 195 210 

5 143 153 169 183 199 

6 125 134 148 162 176 

7 112 121 132 145 158 

8 101 109 120 131 144 

9 92 100 110 120 132 

10 84 92 101 110 122 

12 73 80 87 95 106 

14 64 70 78 85 94 

16 58 63 70 76 84 

18 54 58 64 70 76 

20 以上 54 54 59 64 70 

 

 

表-C. 2 (2) LA－12 の基準舗装厚 

 (単位：㎝) 

設計反復作用回数の区分 路床の 

設計 CBR a b c d e 

2 215 234 246 265 284 

2.5 190 204 219 236 253 

3 170 181 195 211 228 

3.5 153 164 178 194 208 

4 141 151 165 170 192 

4.5 131 139 152 167 179 

5 122 129 141 154 165 

6 107 114 125 136 147 

7 96 102 112 123 132 

8 86 92 102 111 121 

9 79 84 93 102 110 

10 72 77 85 94 102 

12 63 67 74 82 90 

14 56 60 66 72 79 

16 53 54 59 64 72 

18 53 53 54 59 66 

20 以上 53 53 54 54 61 
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付録Ｄ 港湾のエプロン舗装で考慮する載荷重 

 

田渕 11）は，現況の港湾荷役に使用されている荷役機械

に関する資料収集・整理を行い，最大荷重，接地面積及

び接地圧についてとりまとめを行っている．その中から

今回の検討で取り扱うもののみを表-D. 1 に示す．なお，

表中の値は，それぞれの荷役機械の種類及び能力ごとの

平均的な値である． 

 

表-D. 1 荷重条件 11） 

 

 

 

本付録では，田渕 11）のとりまとめ結果を踏まえ，港湾

のエプロン舗装の設計で考慮する作用として，荷役機械

の最大荷重，接地面積及び接地圧の設定を行った． 

 

(1)荷役機械の種類 

ここでは，港湾における荷役機械としてもっとも一般

的と考えられるトラッククレーン，ラフテレーンクレー

ン，オールテレーンクレーン（以下，移動式クレーンと

いう），トラック，トラクタトレーラ，フォークリフトト

ラック及びストラドルキャリアを対象とした． 

 

(2)載荷重の特性値 

1)移動式クレーン 

主要メーカーの実績値に基づいて検討した．図-D. 1

～図-D. 3 に，吊り上げ能力とアウトリガー最大荷重の

関係，最大アウトリガー荷重とアウトリガー１個の接地

面積との関係及び最大アウトリガー荷重と接地圧の関係

をそれぞれ示す． 

 

 

図-D. 1 吊り上げ能力とアウトリガー荷重の関係 

 

 

 

図-D. 2 アウトリガー荷重と接地面積の関係 

 

 

図-D. 3 アウトリガー荷重と接地圧の関係 
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図-D. 1 には，船型解析 12）においても使用されている

以下の関数系による回帰曲線を実線で示している． 

 

βαXY =  

 

 

ここに， 

Y： 目的変数 

X： 説明変数 

α，β： 回帰係数 

 

回帰曲線にて得られるアウトリガー荷重は，ある吊り

上げ能力に対する平均的なアウトリガー荷重であり，こ

れをそのまま設計荷重とすることは適切ではないと考え

られる． 

そこで，アウトリガー荷重については，ある吊り上げ

能力の移動式クレーンにおけるアウトリガー荷重が

95％の信頼度で評価されるように，図中の破線で示され

るカバー率 95％の回帰曲線により設定した．95％信頼値

の詳細な算定法は，文献 12）を参照されたい．  

アウトリガー１個の接地面積と接地圧は，式（D.1）

に示す関係にあることを考慮し，図-D. 2 及び図-D.3 に

示す回帰曲線に基づいて設定した． 

 

接地面積

アウトリガー荷重
接地圧 =  （D.1） 

 

なお，アウトリガー反力 350kN 付近を境に，それぞれ

の傾向が異なるため，350kN 以上と未満とに区分して回

帰曲線を設定した． 

 

表-D. 2 に移動式クレーンの各能力別のアウトリガー

荷重，接地面積及び接地圧を示す． 

 

表-D. 2 荷重条件：移動式クレーン 

 

 

 

2)フォークリフトトラック 

フォークリフトトラックについては，一般用とコンテ

ナ用とでは大きな差がないため合わせて検討した．図-D. 

4～図-D. 5 に，吊り上げ能力と車輪１個の最大荷重の関

係，車輪１個の最大荷重と接地面積の関係及び車輪１個

の最大荷重と接地圧の関係をそれぞれ示す．車輪１個の

最大荷重，接地面積及び接地圧とも，移動式クレーンと

同様の考え方により設定した． 

 

 

 

図-D. 4 吊上げ能力と最大輪荷重の関係 

 

 

 

図-D. 5 最大輪荷重と接地面積の関係 
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図-D. 6 最大輪荷重と接地圧の関係 

 

また，空荷荷重は，港湾における荷役機械の実態調査

結果より各能力の最大値を選定した． 

表-D. 3 にフォークリフトの各能力別の最大荷重，空

荷荷重，接地面積及び接地圧を示す． 

 

 

表-D. 3 荷重条件：フォークリフト 

 

 

3)その他 

トラック，トラクタトレーラについては，最大荷重は

現行の基準・同解説と同様に一般的な値を用い，空荷荷

重は最大荷重の 50％とした．また，ストラドルキャリア

については，最大，空荷荷重とも実績値に応じて示した． 

 

表-D. 4 荷重条件： 

トラック，トラクタトレーラ，ストラドルキャリア 

 

 

 

 

4)特性値一覧 

以上より，港湾のエプロン舗装の設計で考慮する載荷

重の特性値を表-D. 5 に示す． 

 

表-D. 5 エプロン舗装で考慮する作用の特性値 
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